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●労働安全衛生法令に基
づく作業環境測定を行い、
「第3管理区分（下記参照）」と
なった屋内作業場での全
ての業務

屋内作業場

タンク内など

タンク、船倉内などで規
対象の化学物質を取り
う業務で、呼吸用保護具
使用が義務づけられて
るもの

改正女性則
による規制

女性労働者
就業可能

女性労働者
就業禁止

管理濃度以下に改善

化学物質を取り扱う事業主の皆さまへ

女性労働者の就業を禁止する業務の範囲が拡大

（平成２４年１０月１日施行。ただし、エチルベンゼンは平成25年1月1日施行）

女性労働基準規則の改正により（改正女性則） 、妊娠や出産・授乳機能に影響

のある26の化学物質（裏面参照）を取り扱う作業場では、妊娠の有無や年齢などに

かかわらず、女性労働者を以下の業務に就かせることは禁止されています。

女性労働者の就業を禁止する業務

労働安全衛生法令と改正女性則の関係（概要）

労働安全衛生法令による規制

作業環境測定 （注1）

(注1) 作業環境測定は、
作業環境測定機関（作
業環境測定士）が実施
する必要があります。

(注2) 管理濃度とは、有
害物質を取り扱う作業
場の空気環境の状態が
良好かどうかを判断す
る指標として、物質ごと
に定められている濃度
のことです。

第２管理区分
作業場所の気中の有害物質の
濃度の平均が、管理濃度を超
えない状態

＊一部の業務については、この図によらない場
最寄りの都道府県労働局または労働基準監

合がありますので、詳細は
督署にお問い合わせください。

女性労働者
就業可能屋外作業場

局所排気装置等のない作業場所
で、呼吸用保護具の使用が義務
づけられている業務

第３管理区分
作業場所の気中の有害物質の
濃度の平均が、管理濃度を超
える状態

労働安
作業環
措置を
ません。

全衛生法令により、
境を改善するために必要な
講ずるよう努めなければなり

労働安
直ちに
必要な

全衛生法令により、
作業環境を改善するために
措置を講じなければなりません。

第１管理区分
作業場所のほとんど（95％以
上）で、気中の有害物質の濃度
が、管理濃度（注2）を超えない
状態
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　以下の 26 の物質が規制の対象となります。 これらは同時に、 労働安全衛生法に基づく 「特定化学物
質障害予防規則 （特化則）」 「有機溶剤中毒予防規則 （有機則）」 「鉛中毒予防規則 ( 鉛則 )」 の適用を受
けます。 事業主は、 女性則に基づく措置とは別に、 労働安全衛生法令に基づき、 局所排気装置等によ
る発散抑制措置、 作業主任者の選任、 作業環境測定、 健康診断などを実施してください。

  1. 化学物質が発散する場所での女性労働者の就業禁止は、 妊娠の有無、 年齢などにかかわらず、 全ての
　　　女性労働者が対象になります。

  2. 女性労働者が就業可能な作業環境であるにもかかわらず、 そこで仕事をさせないことは、 女性の就業の
　　 場を必要以上に狭めることになります。 事業主は、 このようなことがないようにしなければなりません。 　

※1　上記 3のエチルベンゼンは、平成２５年１月１日から規制の対象となります。
※2　カドミウム、クロム、バナジウム、ニッケル、砒素の金属単体は対象となりません。
※3　上記 3，16～26の物質を含む混合物について有機則の規定（3については特化則において準用する有機則の規定）に基づき作業環境測定
        を行う場合は、当該混合物として評価を行います。
　     作業環境測定および評価の結果、第3管理区分に区分された屋内作業場における業務については、各物質の測定値がその物質の管理濃度以
　     下であっても女性労働者を就労させてはいけません。
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